
　　　　　貸　借　対　照　表

　　　　　　 　　（平成30年3月31日）

　　　　　　　 　　単位：円

勘　定　科　目 金　　　　　額 勘　定　科　目 金　　　　　額

   資 産 の 部 　  負 債 の 部

Ⅰ　流動資産 10,055,169,162 Ⅰ　流動負債 8,426,393,385

　　　現金及び預金 1,737,999 　　　買掛金 8,229,746,059

　　　受取手形 1,240,682,473 　　　未払金 96,185,986

　　　電子記録債権 847,926,963 　　　未払費用 1,073,800

　　　売掛金 5,141,684,919 　　　未払利息 22,500

　　　繰越商品 245,212,407 　　　未払法人税等 23,373,703

　　　前渡金 1,635,153 　　　未払消費税 22,049,600

　　　立替金 904,570 　　　前受金 2,043,829

　　　未収入金 19,557,500 　　　預り金 4,566,908

　　　仮払金 402,847 　　　賞与引当金 44,531,000

　　　繰延税金資産 32,638,640 　　　役員賞与引当金 2,800,000

　　　その他流動資産 2,547,785,691

　　　貸倒引当金 -25,000,000 Ⅱ　固定負債 167,317,423

　　　受入保証金 57,262,790

Ⅱ　固定資産 380,558,392 　　　退職給付引当金 104,759,695

１　有形固定資産 313,776,120 　　　役員退職慰労引当金 5,294,938

　　　建　物 29,553,049

　　　構築物 592,375 　　負債合計 8,593,710,808

　　　工具器具備品 870,696

　　　土地 282,760,000 　  純 資 産 の 部

Ⅰ 株主資本 1,840,090,138

２　無形固定資産 1,604,108 １　資本金 60,000,000

　　　電話加入権 1,220,775 ２　利益剰余金 1,780,090,138

　　　ソフトウェア 383,333 （1） 利益準備金 15,000,000

（2） その他利益剰余金 1,765,090,138

３　投資その他の資産 65,178,164 　　　 別途積立金 342,000,000

　　　投資有価証券 24,105,670 　 　　繰越利益剰余金 1,423,090,138

　　　長期繰延税金資産 39,651,494

　　　その他投資 1,421,000 Ⅱ 評価・換算差額等 1,926,608

１その他有価証券評価差額金 1,926,608

　　純資産合計 1,842,016,746

資　　産　　合　　計 10,435,727,554 　  負 債 ・ 純資産 合 計 10,435,727,554



個別注記表

Ａ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記事項

１. 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

時 価 の あ る も の ・・・・・・ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）

時 価 の な い も の ・・・・・・ 移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法に基づく低価法を採用しております。

２. 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産 ・・・・・・ 定額法を採用しております。

② 無 形 固 定 資 産 ・・・・・・ 定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 ・・・・・・ 金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率による繰入率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 ・・・・・・ 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金 ・・・・・・ 役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額

に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

④ 退 職 給 付 引 当 金 ・・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく期末要

支給額の引当を基礎とし、中退共制度による額を控除した額が

引当金残高となるよう計上しております。

⑤ 役員退職慰労引 当金 ・・・・・・ 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税 等の 会計 処理 ・・・・・・ 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

５. 会計方針の変更

該当事項はありません。



Ｂ. 貸借対照表に関する注記事項

１. 有形固定資産の減価償却累計額 55,764,865円

２. 関係会社に対する金銭債権債務

長瀬産業株式会社 短期債権 2,850,024,267円

短期債務 6,864,154,874円

Ｃ.  当期純利益 190,427,733円


